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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　南北に長い市域の地形的な要因から、消防署などの各種施設を多く設置する必要があることや、教育や子育
て支援の充実などにより例年類似団体平均を上回っています。平成１９年度は、管理職手当て及び退職手当な
ど各種手当ての見直しを行いました。今後も引き続き、定員適正化計画に基づいて、退職者の補充を必要最低
限に抑え、人件費の削減に努めます。
【物件費】
　南北に長い市域の地形的な要因から、消防署や各種施設を多く設置しなければならないことから、維持管理
費が多くかかり、例年類似団体平均を上回っています。今後は、指定管理者制度を活用するなど、より一層の
削減に努めます。
【扶助費】
例年類似団体平均を下回っているのは、児童福祉費や生活保護費の額が少ないことによるものです。しかし、
今後も児童手当の増など扶助費は増加傾向にあり、現行の福祉施策の見直しを検討する必要があります。
【公債費】
　　コミュニティセンター建設事業や学校教育施設整備事業などの償還がピークを迎え、公債費が増加していま
す。今後、建設事業が減少していることなどにより、公債費は減少する傾向にあると見込まれますが、積極的な
地方債の繰上げ償還を行うなど、健全な財政運営に努めます。
【補助費等】
　一部事務組合に対する支出が少ないことから、例年類似団体平均を下回っています。今後も行財政改革によ
る補助金の見直しなどを進め、適正な水準の維持に努めます。
【その他】
　類似団体平均を下回っていますが、最近は、各特別会計への繰出金が増加しています。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 8,093,157 69,202 67,316 2.8
賃金（物件費） 365,284 3,123 3,500 ▲ 10.8
一部事務組合負担金（補助費等） 1,427 12 2,544 ▲ 99.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 378 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 2,675 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 200,697 1,716 888 93.2
▲退職金 ▲ 584,540 ▲ 4,998 ▲ 8,419 ▲ 40.6
合計 8,076,025 69,056 68,883 0.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.46 6.68 0.78
ラスパイレス指数 98.9 99.8 ▲ 0.9
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

3,143,197 26,877 24,202 11.1

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 30 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 647,796 5,539 7,360 ▲ 24.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 1,878 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

135,558 1,159 930 24.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 7 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,748,693 ▲ 23,503 ▲ 21,058 11.6

合計 1,177,858 10,072 13,349 ▲ 24.5
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

5,441,189 47,778 ▲ 25.8 46,753 ▲ 14.2 ▲ 11.6

うち単独分 3,315,374 29,112 ▲ 45.0 26,595 ▲ 18.8 ▲ 26.2

4,501,939 39,322 ▲ 17.7 39,069 ▲ 16.4 ▲ 1.3

うち単独分 2,027,821 17,712 ▲ 39.2 22,097 ▲ 16.9 ▲ 22.3

4,425,457 38,343 ▲ 2.5 39,137 0.2 ▲ 2.7

うち単独分 2,705,767 23,443 32.4 25,572 15.7 16.7

2,172,918 18,690 ▲ 51.3 34,575 ▲ 11.7 ▲ 39.6

うち単独分 2,032,563 17,483 ▲ 25.4 20,711 ▲ 19.0 ▲ 6.4

2,914,310 24,919 33.3 34,382 ▲ 0.6 33.9

うち単独分 2,380,490 20,355 16.4 19,677 ▲ 5.0 21.4

過去５年間平均 3,891,163 33,810 ▲ 12.8 38,783 ▲ 8.5 ▲ 4.3

うち単独分 2,492,403 21,621 ▲ 12.2 22,930 ▲ 8.8 ▲ 3.4
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